
自動車（PHEV/EV）の EMC 調査専門委員会 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 中村 克己 
 ＜委員会コード＞ AEMC1041 
 

 
目  的 

 

 
自動車の EMC 問題に関する技術調査の実施および問題点の整理と情報共有 
 

 
 
 

内  容 
 
 
 

世界的な CO2排出量規制やエネルギーマネージメントの観点から、PHEV/ 
EV の普及が推進される見通しである。電力系統との協調制御や、ITS、自動

運転・コネクテッドカー技術など、車両内・車両外との情報通信ネットワー

クに関連した新たな EMC 課題が懸念される。本調査専門委員会では自動車

の EMC 問題に関する技術調査を実施し、問題点の整理および情報の共有を

行う。さらに、規格動向の調査に基づき、自動車における EMC 問題の解決

に向けた方向性の模索と、基礎データの蓄積を図る。 
 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

本調査専門委員会は平成 28 年 5 月に発足、自動車関連メーカ、大学、EMC
認証機関の計 15 名にて構成され、以来 9 回の委員会を開催し、主に以下の

調査議題に対して議論を行った。 
（1）自動車（PHEV/EV）の EMC 試験・EMC 法規の現状と動向 
（2）非接触給電システムの EMC（双方向給電・人体曝露評価） 

 （3）ラジオノイズに関する自動車の EMC 開発事例 
以上により、自動車（PHEV/EV）に関わる EMC 試験法、国際規格、法規

の現状と動向を整理し、国内外の調査結果をもとに課題抽出と意見交換が行

えたと判断し、平成 30 年 4 月に解散した。技術報告の取りまとめを行うた

めに整理委員会を設けた。 
 
 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

 

解散報告書に「今後の展開」として以下記述 
自動車(PHEV/EV)に関わる EMC 試験法の国際規格、法規の全体像の把

握、新たな技術として非接触給電システムの現状を把握できたものの、エミ

ッションへの観点が主体であった。自動車の動向のひとつ、高度運転支援シ

ステムさらには自動運転の実現に向けては、システムの信頼性の観点からイ

ミュニティの重要性が高まり、今後、継続的な調査検討が必要である。 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔○〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔 〕その他（            ） 

 
平成 31 年 3 月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無， 

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成 28 年 05 月 

本年度の開催回数 1 1 0 解散年月 
 

平成 30 年 04 月 

来年度の開催予定回数 --- --- --- 本報告書 
提出年月日 

平成 31 年 03 月  日 

 



電磁界ばく露に関する評価手法の動向調査専門委員会

活動方針及び報告書

＜委員長＞ 和氣 加奈子

＜委員会コード＞ AEMC1043 

目  的
電磁界の人体防護に関連する数値計算や測定評価について最新の動向を調査

するとともに，人体防護ガイドラインや標準化における評価方法の不確かさの

考え方を調査し，数値電磁界解析技術の適用可能性を検討する。

内  容

以下の項目に関して動向と課題について調査検討を行う。

・数値電磁界解析による体内電気量評価に関わる研究動向の調査（手法・モデ

ル等） 

・人体防護ガイドライン・標準化の動向調査（新技術および不確かさ・安全率

の考え方，および職業的ばく露に関わる評価方法の調査を含む） 

・刺激作用に対する神経応答の評価動向 

・今後の課題

現状及び成果

（成果については，

具体的に箇条書き

にてお書き下さい）

平成３０年度においては、第６回委員会（２０１８年４月開催）、第７回委員

会（２０１８年７月）、第８回委員会（２０１８年１０月）および第９回委員

会（２０１９年１月）において、8 件の話題提供を受け活発な議論を行った。 
 電磁界のばく露評価と安全性に関する考察

 妊娠中就業者の MRI 検査業務配置について

 電磁界の人体防護に関わる接触電流の評価方法に関する IEC テクニ

カルレポート（IEC TR 63167）の概要

 低周波平等電界内で腕を挙げた人体数値モデル内の誘導電界解析

 生体電磁環境に関する工学面からみた研究の動向と方向性

 ミリ波帯のばく露評価法に関する標準化動向

 電磁界の医療応用技術

 埋込型補助人工心臓用経皮エネルギー伝送の電磁生体影響

今後の目標及び

その進め方

対象とする項目について調査検討を実施する。年に一度程度研究会を開催す

る。

調査結果の報告

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期

１． 〔○〕技術報告

２． 〔 〕単行本

３． 〔 〕その他（ ） 
平成３１年１１月

集められた金額の総額 今年度，支出された金額

＊協同研究委員会の場合＊

委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について

円 円

本委員会 幹事会 その他

(研究会等) 
設置年月 平成２８年１２月

本年度の開催回数 4 2 0 解散年月 平成  年  月

来年度の開催予定回

数

3 1 1 本報告書

提出年月日

平成３１年４月１５日



電磁界の健康リスク分析調査専門委員会（第二期） 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 大久保千代次 
 ＜委員会コード＞ AEMC1045 
 

 
目  的 

 

「電磁界の生体、特に人の健康に与える影響の問題」について、その健康リス

ク評価研究およびリスク管理政策に関する動向を主な対象として、調査研究を

行うことを目的とする。 
 
 
 

内  容 
 
 
 

WHO（世界保健機関）は 1996 年から各周波数帯の健康リスク評価を行い、2006
年に静電磁界、2007 年に超低周波電磁界(100kHz まで)の評価を終えているが、

無線周波電磁界(100kHz 以上)の評価は進行中である。これを踏まえ，100kHz
以下の電磁界の健康リスクに関する研究動向を詳細に検討するとともに，国際

組織での評価，リスク管理の動向の調査，また 3THz 以下の電磁界の健康リス

クに関する研究や評価の動向について情報収集を行う。 

 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

本委員会は平成 29 年 6 月に発足し、大学、国研、企業などからの計 23 名
で構成し、今年度３回（通算７回）の委員会において、研究レビューの対象範

囲や方針等の議論を進めた。また、各分野の最新情報を報告し、電磁界の健康

リスク評価の現状と問題点、必要な検討事項等を議論した。 
本委員会で検討する対象範囲を下記に示す。 
 電磁界のばく露 
 超低周波電磁界 
 中間周波電磁界 
 その他の電磁界（静磁界、無線周波電磁界、THz 技術、その他） 
 電磁過敏症 
 リスク管理 

 
 
 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

 

調査する分野が工学から基礎科学、臨床医学まで多岐に亘るため、委員の専門

を生かす分野別のグループを編成し、前調査専門委員会で評価した研究以降に

ついての調査および評価を進める。また、最新の研究やリスク管理動向につい

ても随時共有する。これらの活動を通し、研究者に加え事業者や業界団体の委

員が参画する当委員会では、分野を超えた共通認識を形成できる。これにより、

将来的に、共通認識として形成された電磁界の健康リスク分析の知識と認識の

各委員の専門分野における波及や、電気学会特別委員会の活動の一環であっ

た、電磁界の健康リスク分析の知識と認識の社会への波及、啓蒙につながると

考えるが、その具体的な方策についてさらに検討を進めていきたい。 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔〇〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔 〕その他（            ） 

 
平成３２年 ９月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成２９年 ６月 

本年度の開催回数 ４ １  解散年月 
 

平成３２年 ５月 

来年度の開催予定回

数 
３ ２ １ 本報告書 

提出年月日 
平成３１年 ４月１９日 



ＩｏＴ時代のシステムとＥＭＣ調査専門委員会 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 都築 伸二 
 ＜委員会コード＞ AEMC1049 

 
 

目  的 

 

本格的な IoT社会が到来したときに予想される各種システムにおける EMC技

術を取り巻く状況と、そこに生じる問題を明確にし、この問題に対応するため

の基礎資料を提供する。 

 

 

 

内  容 

 

 

 

インターネットに各種センサー、電化製品、自動車、産業用機械、医療機器

など物理的なモノを接続する IoT（Internet of Things）が注目される中、IoT

サービスの創出には、膨大な数の IoT 機器を迅速かつ効率的に接続する技術

や、異なる通信規格の IoT機器や複数のサービスをまとめて効率的かつ安全に

ネットワークに接続する技術等の共通基盤技術が必要である。また、共通基盤

技術を社会実装するには国際標準の獲得は欠かせない。ネットに接続する機器

が増えれば、サイバー攻撃の標的になる危険が高まる。さらに、多数の機器へ

の電力供給方法が複雑化するため、環境発電やワイヤレス給電などのよりユー

ザビリティの高い電力供給技術が必要となる。 

このため、IoT時代では EMC技術を取り巻く状況も大きく変わる。想定を超

える多数の無線 IoT機器が、スマートグリッドに見られる多様な電力機器と隣

接するようになれば、電磁環境の保全はこれまでにも増して重要かつ困難な課

題となる。逆に IoTを利活用する新しい EMC技術分野の創生も期待できる。 

そこで、本委員会では、これらの現状と課題、標準化や研究開発の動向を調

査し、IoT 時代のシステムと EMCの可能性を検討する。 

 

 

現状及び成果 

 

 （成果については， 

  具体的に箇条書き 

 にてお書き下さい） 

 

本委員会は平成 30 年 4 月に発足し、電力会社、通信会社、大学、各種メー

カーの代表者計 29 名にて構成し、今年度は 5 回の委員会を開催し、主に以下

の調査・検討を行った。 
（１）電気学会、IEEE、通信会社、スマートグリッド関連メーカーにおける 

IoTの取組み状況調査 
（２）電力線通信等の有線通信に関する技術動向の調査 
（３）各国の IoT推進体制や政策に関する動向調査 
（４）製造現場における無線通信の活用の現状と課題の調査 
（５）電力会社、各メーカーの IoTプラットフォームの調査 
（６）無線電力伝送に関する技術の調査 

 

今後の目標及び 

その進め方 

 

本委員会は平成 33 年 3 月まで IoT における各種システムと EMC 技術を取り

巻く状況、また生じる問題の調査を継続し、調査結果は「単行本」としてまと

める予定である。今後も IoTに関わる技術要素の調査を行うだけでなく、有識

者による技術紹介等の機会を設け、活動を推進していく予定である。 

 

 

調査結果の報告 

 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 

１． 〔 〕技術報告 

２． 〔○〕単行本 

３． 〔 〕その他（            ） 

 

平成 33年 3月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 

＊協同研究委員会の場合＊ 

委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 

円 

 

円 

 本委員会 幹事会 その他 

(研究会等) 

設置年月 平成 30年 4月 

本年度の開催回数 ５ ０ ０ 解散年月 平成 33年 3月 

来年度の開催予定回数 ５ ０ ０ 本報告書 

提出年月日 

平成 31年 3月 7日 



進化するテーラーメイドコンポジット絶縁材料に関する調査専門委員会 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 田中祀捷 (早稲田大学) 
 ＜委員会コード＞ ADEI1145 
 

 
目  的 

 

ポリマーコンポジット絶縁材料の動向と、電力・電子機器への応用展開につ

いて調査を行う。また、コンポジット材料の計算機シミュレーションの現状と

展望についても調査する。 
 
 
 

内  容 
 
 
 

ポリマーに無機フィラーを分散したコンポジット絶縁材料は、電力機器・ケ

ーブル、さらに電子機器に広く用いられ、必要不可欠な材料である。2000 年頃

から、微小な無機フィラーを分散したナノコンポジット絶縁材料の創製技術開

発が活発に行われている。この流れを受けて、近年、材料および機能を希望通

りに創製（テーラーメイド）しようとする流れが生まれつつある。本調査専門

委員会は、この流れを捉え、ポリマーコンポジット絶縁材料の進化と実用化の

可能性を検討する。 
 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

 進化するポリマーナノコンポジット、コンポジットの計算機シミュレーショ

ン、電力・電子機器への応用展開に関する調査活動を実施。 

 平成 30 年全国大会にて、テーマ名「絶縁技術を革新するコンポジット材料

創成を目指して」のシンポジウムを開催。 

 委員間の情報共有と活性化を図るためニュースレターを毎月発行。 

 技術報告の作成完了。 

 
 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

 

本調査専門委員会は，平成 30 年 6 月末に解散。 
本調査専門委員会で調査した新しい材料創製技術に基づくコンポジット絶

縁材料は，基礎的な研究開発と並行して，実用化を目指した応用開発も進めら

れており，今後の発展を見守る必要がある。このため，後継の調査専門委員会

を発足する予定である。 
また，本調査専門委員会での調査・研究活動により，コンポジット材料にお

ける計算機シミュレーションの重要度・関心度が増していることが明らかと

なり，詳細な活動を行うための計算機シミュレーションに関する調査専門委員

会が既に発足している。 
 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔○〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔 〕その他（            ） 

 
平成３１年２月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 設置年月 平成２７年７月 

本年度の開催回数 １ １ ０ 解散年月 平成３０年６月 

来年度の 
開催予定回数 － － － 本報告書 

提出年月日 平成３１年２月１５日 

 



極低温環境下の電気絶縁技術調査専門委員会 

活動方針及び報告書 
 
 ＜委員長＞ 早川直樹 
 ＜委員会コード＞ ADEI1147 
 

 
目  的 

 

極低温環境下の電気絶縁技術に関する研究開発動向と今後の技術課題を各種

絶縁材料について調査する．また，それらの超電導電力機器等への適用を視野

に入れ，極低温電気絶縁技術の確立に資することを目的とする． 
 
 
 

内  容 
 
 
 

超電導電力機器，核融合マグネット，加速器などの開発に必要不可欠な技術で

ある極低温電気絶縁について，極低温環境下における絶縁材料の誘電・絶縁特

性とその物理メカニズムを解明・体系化することにより，極低温電気絶縁技術

の確立に資する．また，超電導電力機器等の実用化に必要な技術課題を明らか

にするとともに，それらの高性能化・高信頼度化・合理的設計に資する技術的

指針を提示する． 

 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

1. 平成 30 年度は本委員会を 3 回（通算 13 回）開催し，技術報告（全 6 章）

を執筆した． 
2. 本委員会の中で，各章の原稿案を分科会（A：2 章＆3 章，B：4 章＆5 章）

を中心として討論した． 
3. CIGRE WG D1.64 と連携し，平成 30 年 5 月に西安で開催された国際会議

ICPADM2018 の特別セッションを企画・実施した． 
4. 平成30年9月の第 49回電気電子絶縁材料システムシンポジウムに参画し， 

口頭発表およびポスター発表を行った． 
5. 平成 30 年 9 月末にて本委員会を解散した．11 月に整理委員会を開催して

原稿案について討論し，平成 31 年 3 月に最終原稿を電気学会に提出した． 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

本委員会の技術報告が，第 1458 号として発行される予定である． 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔○〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔 〕その他（            ） 

 
平成 31 年 3 月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成 27 年 10 月 

本年度の開催回数 3 2 1 解散年月 
 

平成 30 年 9 月 

来年度の開催予定回

数 
0 0 0 本報告書 

提出年月日 
平成 31 年 4 月 9 日 

 



高温下における PEA 法を用いた空間電荷分布測定の校正法標準化と 

PEA 法の応用測定技術調査専門委員会 

活動方針及び報告書 
 
 ＜委員長＞ 田中康寛 
 ＜委員会コード＞ ADEI1149 
 

 
目  的 

 

90℃程度の比較的高温における PEA法を用いた空間電荷分布の測定法の標準化

を提案し、今後の応用技術をまとめて世界における本手法の主導的立場を確固

たるものにするための最新の測定技術を調査する。 

 
 
 

内  容 
 
 
 

調査内容は以下の 4項目である。 

(1) PEA 法による高温（室温～90℃程度まで）における空間電荷測定法の校正

法の提案 

(2) 提案された校正法の検証（Round Robin Test） 

(3) 校正法の規格化（JEC） 

(4) 新しい応用技術に関する調査 

 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

IEC/TS62758 の改訂については、9 月のウィーン会議の場で、新たな TS に

してはどうかという提案があった。新しくすると手続きも多いが、RRTで 5

か国が必要となる。日本提案の新規規格化はアピールにもなるが、現状は

改訂で進めることとする。 

 

成果 

(1)電気学会全国大会シンポジウムにおけるセッション開催、課題名：「最新

の空間電荷分布測定による絶縁材料評価」、3/14（木）9：00～12：00、トー

タル 7件の発表。 

 
 
 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

 

(1) JEC および IECにおける規格案を作成・改訂・提案し、先端技術についての

調査を行うことにより、今後の空間電荷計測技術の展開と可能性を探る。

なお、IECに関しては、現在、技術仕様書の改訂が提案された段階であるた

め、JECについては、その原案となるべき調査して、IECに平行して規格化

の手続きを進めていく。 

(2) 調査報告書を作成する。上記のシンポジウムで発表した内容を骨子とする。 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔〇〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔 〕その他（            ） 

 
平成 33 年 2 月 

（令和 3 年 2 月） 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成 29 年 3 月 

本年度の開催回数 3 0 1 解散年月 
 

平成 32 年 2 月 
（令和 2 年 2 月） 

来年度の開催予定回

数 
3 0 0 本報告書 

提出年月日 
平成 31 年 4 月 10 日 

 



最新の実用材料を使用した電力機器における絶縁診断技術 
調査専門委員会 

活動方針及び報告書 
 
 ＜委員長＞ 江原由泰 
 ＜委員会コード＞ ADEI1151 
 

 
目  的 

 

現在使われている最新材料を使用した電力機器を対象とし，絶縁材料の劣化特

性や診断技術，さらには絶縁診断における IoT やビックデータの活用に関する

動向および課題を調査し検討することを目的とした。 
 
 
 

内  容 
 
 

 
（１） 誘電・絶縁材料に対する最新の絶縁劣化計測技術の調査 
（２） 最新の絶縁材料を使用している電力機器に対して，材料の特性や劣化

メカニズム，それらの絶縁劣化診断に関する技術を調査 
（３） 絶縁診断に対する IoT やビックデータの活用技術の調査 

 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

 

本委員会は平成 29 年4 月に発足し，電力設備メーカ，大学，電力ユー

ザなどの計23 名にて構成し，以来11 回の委員会を開催し，主に以下の

点を中心に調査，検討を行った。 

（１） 各電力設備に使用されている最新の絶縁材料の特性や劣化メカニズ  
ムを調査した。 

（２） 海外の絶縁劣化診断メーカを招聘し，診断技術の勉強会を開催した。 
（３） 大分県の八丁原発電所や産総研 福島再生可能エネルギー研究所を 

見学した。 

 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

 

 

委員会は年 6 回開催し，幹事会を年 2 回，見学会も年 1-2 回開催する。 

電力機器の分担ごとに①誘電・絶縁材料に対する最新の絶縁劣化計測技術②

最新の絶縁材料を使用している電力機器に対して，材料の特性や劣化メカニズ

ム，それらの絶縁劣化診断に関する技術③絶縁診断に対する IoT やビックデー

タの活用技術を調査し，絶縁診断技術を体系的に整理する。全国大会のシンポ

ジウムにて調査結果を報告し，最新材料を使用した電力機器に対する，絶縁劣

化特性や診断技術などを解説する。 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔○〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔 〕その他（            ） 

 
平成 32 年 3 月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成 29 年 4 月 

本年度の開催回数    解散年月 
 

平成 32 年 3 月 

来年度の開催予定回

数 
   本報告書 

提出年月日 
平成 31 年 3 月 28 日 

 



先進ナノ材料・構造制御と革新的有機デバイス開発・ 
ライフサイエンス応用調査専門委員会 

活動方針及び報告書 
 
 ＜委員長＞ 加藤 景三 
 ＜委員会コード＞ ADEI1153 
 

目  的 先進ナノ材料・構造制御と革新的有機デバイス開発，およびライフサイエンス

応用についての調査 

内  容 

ナノ材料・構造制御に関する研究や，今後の産業への展開に非常に重要な革新

的デバイス開発やライフサイエンス応用に関する研究は，近年の IoT ビジネス

の拡大に伴い急速な拡大発展傾向にある。有機デバイスは，エネルギー・環

境・バイオなどの分野でますます注目されており，またライフサイエンス分野

の研究も積極的に進められており，誘電・絶縁材料や機能性電気電子材料に関

わるこの分野の研究調査は極めて重要である。よって，ナノ材料・構造制御や，

革新的有機デバイス・ライフサイエンス応用に関する研究調査活動を行う。 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 

平成 29 年 7 月に発足し，平成 29 年度に 3 回，平成 30 年度に 4 回の合計 7 回

の会合を行った。平成 30 年度の第 4 回から第 7 回の会合は，それぞれ大阪大

学，（株）コロナ・他，芝浦工業大学，北海道大学で行った。各会合では，委

員の研究紹介の他，外部の講師に依頼して，本委員会の調査検討事項に関する

最近の研究成果について講演して頂いた。また，(株)コロナの工場や北海道大

学の研究室等の見学も行った。さらに，誘電・絶縁材料研究会（電子情報通信

学会有機エレクトロニクス研究会連催）を平成 30 年 7 月 19，20 日と平成 31
年 1 月 22，23 日に本委員会が中心となり協賛で開催し，本委員会の調査検討

事項などに関して種々討論を行った。 

今後の目標及び 
その進め方 

先進ナノ材料とナノ構造制御技術，ナノ材料・デバイスの表面・界面物性と評

価技術，ナノ材料および有機薄膜，複合膜のナノ構造制御と電子・光機能，ナ

ノ材料および有機薄膜，複合膜の革新的有機デバイス開発とライフサイエンス

応用に関して各委員が調査報告する他，外部の講師に依頼して当初の調査検討

事項にあげられている項目の他，補足すべき内容も含めて報告を受ける。さら

に，関連分野の国内外の研究機関に依頼して講演会・見学会を行う。そして，

これらに基づいて研究調査を進めて行く。 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔 〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔○〕その他（研究会，あるいは全国大会  

や部門大会シンポジウムでの発表） 

 
平成  年  月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成 29 年 07 月 

本年度の開催回数 ４ 1 2 解散年月 
 

平成 32 年 06 月 

来年度の開催予定回数 4 2 3 本報告書 
提出年月日 

平成 30 年 03 月 29 日 

 



電気電子・絶縁材料分野における量子化学計算の適用 
調査専門委員会 

活動方針及び報告書 
 
 ＜委員長＞ 松本 聡 
 ＜委員会コード＞ ADEI1155 
 

目  的 
絶縁材料分野における量子化学計算の有用性を確認し、当該分野における日本

の存在感の確保、量子化学計算の利用促進、若手研究者の育成に役立てる。 

内  容 

高分子化合物が用いられることが多い絶縁材料は、非常に複雑な化学構造を持

っているため、金属や半導体に適用されるバンド理論ではその電子構造をうま

く評価できない問題があった。最近、バンド理論を量子化学計算に替えて誘

電・絶縁現象を理解する研究が広く行われ、国内外で成果が得られつつあるこ

とから、委員会ではその現状について調査を行い、当該分野における量子化学

計算利用の促進、当該分野の活性化に努めることとした。 

現状及び成果 
 

（成果については， 

具体的に箇条書き 

にてお書き下さい） 

本委員会は、誘電・絶縁材料分野への量子化学計算の適用に従事している、あ

るいは興味を持っている、計 21 名の研究者、企業技術者の参加を得て、平成

30 年 11 月に発足した。第一回の委員会を平成 31 年 1 月 29 日に開催し、委員

会の進め方について議論するとともに、絶縁材料に量子化学計算を適用した以

下に示す 4 件の事例紹介を実施した。 
1. 大規模分子設計における電子状態計算法と期待 
2. 量子化学計算や機械学習法を用いた誘電絶縁材料の特性予測に向けて 
3. 計算機シミュレーションによる紫外線吸収剤および架橋剤分解残渣の電気

トリー抑制効果の検討 
4. 量子化学計算から見える電荷蓄積特性と直流絶縁の分子設計 

今後の目標及び 
その進め方 

委員会では、絶縁材料分野における量子化学計算の適用例をいくつかのテーマ

に分け、小委員会にて検討を行う形を計画している。現在考えているテーマは

以下の A～C である。 
A：量子化学計算で求められるパラメータと誘電特性の関係の整理 
B：大規模計算実施時の課題とその解決手法の動向 
C：海外における研究動向の整理 
これらの調査とまとめを行いながら、適宜研究会、全国大会シンポジウムでの

発表を計画・実施する予定である。 

調査結果の報告 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔〇〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔 〕その他（            ） 

 
2021 年 12 月 

 
 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 
円 円 

 本委員会 
(小委員会) 幹事会 その他 

(研究会等) 設置年月 平成 30 年 11 月 

本年度の開催回数 1 3 0 解散年月 平成  年  月 

来年度の開催予定回数 2 (2) 3 1 本報告書 
提出年月日 平成  年  月  日 

 



パワーモジュールの電気絶縁信頼性に関する調査専門委員会 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 小迫雅裕 
 ＜委員会コード＞ ADEI1157 
 

 
目  的 

 

パワーモジュール開発に必要な評価技術動向と新規絶縁材料の適用可能性に

ついての調査 

 
 
 

内  容 
 
 
 

注目が高まるパワーモジュールの今後の開発には、小型化、高密度化、高効率

化、高信頼性などが必要であり、課題の一つとして電気絶縁の信頼性が挙げら

れる。現状は既存の評価方法を適用しているのが実情と捉えているが、今後の

開発においては高電界電気現象の理解が益々重要となってくる。そこで本委員

会では必要とされてくる評価技術および新たな絶縁材料の調査を行い、開発さ

れるパワーモジュールにマッチした評価技術、材料の提言を進めていく。 

 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

本委員会は平成 30 年 12 月に発足し、機器メーカー，材料メーカー，大学，研

究機関などから計 26 名にて構成されている。発足に向け委員長を含む 3 名の

幹事団で 3 回の幹事会を実施して方針、計画を立案し、第 1 回委員会を 2019
年 1 月 15 日に実施、26 名のうち 25 名の委員が出席した。内容は以下。 
1) 委員の相互理解を目的とした事前自己紹介資料に基づく委員挨拶 
2) 本委員会の趣意説明および国内外の研究事例、論文の紹介による委員会全

体での方向性確認と委員の参画意識の醸成 
3) 技術講演の実施(高田委員，海外研究事例の紹介) 
4) 今後の運営等に対する委員全員による意見交換。 
第 1 回委員会の成果として本委員会の意義が確立されたと考えている。 

 
 
 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

 

本委員会は発足したばかりであるが、第 1 回委員会で交わされた意見を基に今

後も幹事団を中心として具体的な調査活動などを進めていき、パワーモジュー

ル開発に必要な評価技術および新規材料の提言、技術報告書の発刊を目標とし

ていく。 
第 2 回委員会は 4 月に開催予定であり、パワーモジュールに関する他機関から

講師を招き特別講演を行うとともに、機器メーカー委員からの現状課題の情報

提供を行うことで委員会全体での共通認識、課題の抽出をさらに高めていく予

定である。また技術報告書に向けた具体的な項目の提案と役割分担について協

議し、報告書へのイメージを共有することで活発な調査活動を推進していく。 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔〇〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔 〕その他（            ） 

 
2022 年 12 月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成 30 年 12 月 

本年度の開催回数 1 5 0 解散年月 
 

2022 年 11 月 

来年度の開催予定回

数 
4 6 1 本報告書 

提出年月日 
平成 30 年 3 月 21 日 

 



EINA マガジン発行Ⅱ協同研究委員会 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 長尾 雅行 
 ＜委員会コード＞ ADEI 8015 
 

 
目  的 

 

アジア、オセアニア地域の研究者、技術者と、誘電・絶縁材料技術や高電

圧・絶縁技術等を中心に、双方向の情報交流を図る。 

 
 
 

内  容 
 

アジア地域は、世界の製造拠点、巨大市場として発展が著しく、重要性が

益々高まっている。この地域の研究者、技術者と、誘電・絶縁材料技術や高

電圧・絶縁技術等を中心に、双方向の情報の発信、受信により交流をするた

めに、EINA(Electrical Insulation News in Asia)マガジンを年１回電子発行

し、Website で情報発信するとともに著者、希望者には製本した冊子を郵送

する。また、アジアで開催される関連国際会議において配布し、新規読者を

開拓する。この活動を電気学会主体で行うことに意義があると考えられる。 

 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

先行委員会「EINA マガジン発行協同研究委員会」から継続して活動して

いる。平成 30/5/31 に開催した委員会で審議した活動方針に従い以下の活動を

行った。 
・EINA マガジン 第 25 号を編集し、2018 年 12 月に電子発行した。 
・マガジンの内容を、Website（http:///eina.ws/） に掲載するとともに 読者

に発行した旨 e-mail で連絡し、閲覧・ダウンロードを促した。 
・製本冊子は、関係者、執筆者、希望者に郵送で配布するとともに、アジア

で開催される関連国際会議において配布し、新規読者の開拓に供した。 
 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

本委員会は今年８月に解散するので、次期委員会を９月に設置し、活動を

継続する予定である。 
平成 31 年度以後もアジアでの誘電・絶縁材料技術や高電圧・絶縁技術等

を中心に情報発信・情報交流を進めるために、EINA マガジンを年１回電子

発行、及び一部の人に印刷冊子の配布をする予定である。マガジンおよび

WebSite の内容のより充実を図る。委員及び読者からのコメントを考慮し、

マガジンの発行までの実働は 幹事団（タスクフォース）を中心に行う予定で

ある。 
 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔 〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔○〕その他（EINA マガジン、冊子と Web） 

平成２９年１２月 
平成３０年１２月 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

委員の参加費として 150,000 円 
技術委員会の活動資金補助 95,000 円 

合計 245,000 円 

 
226,729 円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成２９年 ９月 

本年度の開催回数 1  1  0 
解散年月 平成３１年 ８月 

来年度の開催予定回

数 
1 1 0 本報告書 

提出年月日 
平成３１年 ３月２５日 

 



強磁界下の材料プロセッシングと生体磁気効果調査専門委員会 

活動方針及び報告書 

 
 

 ＜委員長＞ 岩坂正和 

 ＜委員会コード＞ AMAG1187 

 
 

 
目  的 

磁場の物質および生体への効果に関する様々な研究情報を広く収集する。H30
年６月に終了した本委員会の取りまとめの方針を検討する。 

 
 
 

内  容 
 
 

 
磁場の物質および生体への効果に関する様々な研究情報を広く収集した。H30
年６月に終了した本委員会の取りまとめの方針を検討した。 

 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 

 
磁場の物質および生体への効果に関する様々な研究情報を広く収集することが

できた。H30 年６月に終了した本委員会の取りまとめ（技術報告書）の検討を

行った。 

 
 
 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

 
終了したため、速やかに、技術報告書の検討を行う。 

 
 

調査結果の報告 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 

1. 〔●〕技術報告 
2. 〔 〕単行本 
3. 〔  〕 そ の 他

（            ） 

 
平成３１年７月 



 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 

＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成２７年月 

本年度の開催回数 ０ １ ０ 解散年月 平成３０年６月 

来年度の開催予定回数 ０ ０ ０ 本報告書 
提出年月日 

平成  年  月  日 

 



高性能永久磁石における研究開発動向調査専門委員会 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 杉本 諭 
 ＜委員会コード＞ AMAG1189 
 

 
目  的 

 

本調査専門委員会では， Nd-Fe-B 系焼結磁石における Dy 使用量低減技術と，

関連するレアアース資源問題，さらに応用全般に関する技術動向の調査・検討

を行う。また， Nd-Fe-B 系焼結磁石以外の磁石材料や新規磁石材料などの開

発動向や，プロセス技術，評価解析技術，理論などについても調査する。 
 
 
 

内  容 
 
 

具体的な調査項目は以下の通りである。１）希土類資源の開発と供給動向およ

び磁石リサイクル技術の研究開発動向，２）高保磁力 Nd-Fe-B 系磁石における

Dy 添加量低減技術の開発動向，３）新規磁石材料（例えば，NdFe12Nx 化合

物，CaLaCo 系 M 型フェライト磁石など）の開発動向，４）永久磁石の評価解

析技術と電子論・計算科学等に関する研究開発動向，５）各種永久磁石モー

タ・発電機などの応用分野における磁石の必要性能と研究開発動向 
 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

本調査専門委員会は，平成 28 年 4 月に大学，独立行政法人，企業の研究者・

技術者を中心とした委員，計 40 名で発足した。平成 30 年度は委員会，幹事会

をそれぞれ 5 回実施し，運営について議論するとともに，１）世界 Nd 磁石市

場概要，MFM 磁区観察，磁石内部熱減磁，２）高保磁力ネオジム磁石の精密

評価とこれに基づく重希土類の資源運用，３）Nd-Fe-B 系急冷凝固磁石に対す

る Nd 共晶合金の添加，４）省 Dy／Tb ネオジム磁石の開発，５）Ca-La-Co
系 M 型フェライトの高性能化に向けた研究，６）Fe-Cr-Co 磁石について，７）

ミクロとマクロの視点からの永久磁石解析シミュレーション，などの最先端の

研究情報を共有してきた。また，最新の研究開発動向を電気学会会員にも数多

く供与するため， 2018年 9月 4日にはイーグレ姫路で開催されたA部門 部
門大会において，テーマ付セッション「高性能永久磁石における研究開発

最前線」を企画したが，残念ながら台風 21 号の影響で中止となった。さら

に 8 月にマグネティックス研究会を開催するとともに，12 月末にも粉体粉末冶

金協会硬質磁性材料研究会と連携してマグネティックス研究会を開催した。 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

定例の調査専門委員会では，１）資源，２）省 Dy 高保磁力 Nd-Fe-B 系磁石，

３）アプリケーション，４）注目される磁石材料，などの研究情報を提供する

場を作り，情報共有を図ってきた。またマグネティックス研究会を開催し，広

く研究者の講演を募って研究開発動向を探ってきた。本調査専門委員会は本年

度で解散するが，技術報告をまとめ残された課題を明らかにすることにより，

後継委員会でこれらの問題が精力的に調査されることを期待する。 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔○〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔 〕その他（            ） 

 
平成 31 年 9 月 

 
 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
0 円 

 
0 円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成 28 年 4 月 

本年度の開催回数 5 5 3 解散年月 
 

平成 31 年 3 月 

来年度の開催予定回

数 
5 5 3 本報告書 

提出年月日 
平成 31 年 4 月 16 日 



ナノスケール磁性体の構造・組織解析と創製調査専門委員会 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 竹澤 昌晃 
 ＜委員会コード＞ AMAG1191 
 

 
目  的 

 

ナノスケール磁性体の高機能・新物性に着目した、構造・組織の解析方法と創

製方法に関する現状と技術的課題、及び新物性・新機能を応用したデバイス・

機器の開発状況についての調査 
 
 
 

内  容 
 
 
 

ナノスケール磁性体の高機能・新物性を発現させるための最適な構造・組織

を明らかにするためにはさらなる解析技術の進展が必要だと考え，その技術動

向について調査する．また，その知見に基づいてナノ微細構造を実現するため

には新規な創製方法の開発が必須であり，この開発動向についても調査・検討

を行う．さらに，新規な物性・機能を応用したデバイス・機器の開発状況につ

いて情報交換と研究協力を行う．この活動を通じて，ナノスケール磁性体の研

究開発動向を総括的に把握する。 
 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

本委員会は平成 28 年 7 月に発足し、大学、公的研究所、素材メーカーの計 35
名の委員にて構成し、以来 11 回の委員会、A 部門大会のテーマ付セッション

（平成 28 年 9 月）、および 6 回の研究会（平成 28 年 8 月、12 月、平成 29 年

8 月、11 月、平成 30 年 8 月、12 月）を開催し、主に以下の点を中心に調査、

検討を行った。 
（１）ナノスケール磁性体の新機能性と微細組織・構造の解析手法 
（２）ナノスケール磁性体の微細構造・組織の制御・創製方法 
（３）ナノスケール磁性体の新物性ならびに新機能性とその応用 

 
 
 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

 

前年度まで議論された項目について、調査結果と課題を明確化し次年度に予定

される委員会解散につなげる。ナノ微細構造の解析技術、新規な創製方法、お

よび新規な物性・機能を応用したデバイス・機器の開発状況について調査し

た結果については、電気学会論文誌 A の特集号としてまとめる予定である。こ

のために、次年度の委員会では、これまでの調査結果内容を委員間で共有した

上で、調査報告（論文特集号）の内容や担当について議論していく。 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔 〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔○〕その他（電気学会論文誌 A） 

 
平成 32 年 6 月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成 28 年 7 月 

本年度の開催回数 3 3 2 解散年月 
 

平成 31 年 6 月 

来年度の開催予定回

数 
1 1 0 本報告書 

提出年月日 
平成 31 年 3 月 29 日 

 



磁気センサの高機能とシステム化調査専門委員会 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 薮上 信 
 ＜委員会コード＞ AMAG1193 

 
目  的 磁気センサの高機能とシステム化に関する調査 

 
 
 

内  容 
 
 
 

本委員会では磁気センサの高機能化に関する要素技術、システム化、用途に

関するとともにエネルギー・ハーベスティングをはじめとした新しい応用に関

する研究開発動向の調査活動を実施する。今後多くの磁気センサもセンサネッ

トワークに組み込まれ、新しい用途や市場に展開される可能性が高い。このた

め将来的なネットワーク等への広がりを見越しながら、磁気センサシステムの

高機能化あるいは磁気以外のセンサ、システムとのハイブリッド化等を調査研

究が必要である。また新しい原理に基づく磁気センサや新規応用を見据えた磁

気利用センシングシステムの基礎技術の開発も調査する。 
 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

(1) 当初計画通り 4 回の調査専門委員会と 3 回のマグネティックス研究会を実

施し、活発な活動ができた。 
(2) 8 月 22 日、23 日に電磁材料研究所で磁気センサの高機能と高周波磁気、磁

気センサ、リニアドライブ（D 部門）と合同研究会を開始した。 
(3) 12 月 20 日、21 日に東北大学において磁気センサの高機能と磁気・バイオ・

化学等に関連するセンシング技術に関する E 部門との合同研究会を開催した。 
(4)上記研究会終了後、本調査専門委員会、「バイオ・医療における磁界・磁性材

料の応用研究と産学官連携調査専門委員会（関野委員長）」、E部門「立体構造や

柔軟材料への微細加工、実装技術に関する若手研究者を中心とした調査専門委

員会」、「スマート社会に向けた高機能・高感度センサ技術に関する調査専門委

員会（戸田委員長）」で合同調査専門委員会を開催し、それぞれの委員会の技術

分野等について紹介と議論がなされた。センサ、MEMS、医療応用等に関する

幅広い議論がなされ、参加者からも好評であった。 

 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 

(1) 2018 年度は 4 回の調査専門委員会と 3 回の研究会を実施予定である。調査

専門委員会については次年度も毎回専門テーマを設定し、委員会外からのゲス

トスピーカーも含めて開催したい。 
(2) E 部門との合同研究会については豊橋技術科学大学での開催を目指して交

渉中である。 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔  〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔○〕その他（特集号論文（企画提案構想中）） 

 
平成 32 年 9 月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成 29 年 4 月 

本年度の開催回数 4 2 2 解散年月 
 

平成 32 年 3 月 

来年度の開催予定回数 4 2 3 本報告書 
提出年月日 

平成 31 年 3 月 30 日 

 



高周波磁性材料の実用化のための技術動向調査専門委員会 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 直江  正幸 
 ＜委員会コード＞ AMAG1195 
 

 
目  的 

 

高周波磁性材料、およびそれらを用いた応用技術の最新動向調査 

 
 
 

内  容 
 
 
 

近年、従来の限界を超え 3 GHz 以上の周波数帯でも低損失で使用可能な新しい

磁性材料が開発されている。現在、この周波数帯においては、磁性体を用いな

い磁気的な空芯デバイスが実用されており、磁性体の応用については未踏領域

である。また、高電力分野等、応用領域によって高周波化のトレンドが異なり、

磁性材料に求められる特性も異なることが、これまでに明らかになっている。

よって、対象周波数帯を 3 GHz 以上に拡張しつつも限定せず、高周波磁気工学

に係わる研究開発動向を総括的に調査する。 

 
 
 

現状及び成果 
 

 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 

 
 

本委員会は、2017 年 4 月に発足し、2 年が経過した。大学や高専等教育機関、

公的研究機関、官公庁、および電子部品メーカーにより、性別問わず、年代も

若手からシニアまで、委員が増え 46 名となった。このメンバーにより、2018
年度は、 
1) 6 回の委員会を開催 
2) 主担当の研究会を 3 回と、技術会合を 1 回開催 
の活動を行い、 
4) 材料に関する研究が少なくなっている 
5) ノイズ抑制・計測・回路(特に高周波電源と無線給電)についての研究が活発 
6) 磁性体を用いない高周波磁気デバイス分野のレベルが非常に高い 
ことが明らかになっている。 

 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

本委員会は、2020 年 3 月まで継続する。特に、本分野の主要応用先である第 5
世代移動体通信は、本委員会調査期間直後の 2020 年度以降の運用が見込まれ

ており、今後も鋭意な調査活動が必要である。 
また、本委員会の目的の一つである、磁性体を用いない高周波磁気応用分野の

調査および研究者との連携は徐々に進んでいる、今後もより連携を深め、より

多くの調査結果を得る活動を行う。 
なお、幹事会については、実績および予定共に 0 回であるが、幹事団は、他委

員会より多い年 6 回の委員会やメール審議で、十分に連携が取れている。 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔  〕技術報告 
２． 〔  〕単行本 
３． 〔○〕その他（A 部門誌特集号） 

2020年4～6月末のいずれか 
(特集号掲載予定は2021年1

～3 月号のいずれか) 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 2017 年 4 月 

本年度の開催回数 6 0 4 解散年月 
 

2020 年 3 月 

来年度の開催予定回数 6 0 2 本報告書 
提出年月日 

2019 年 3 月 18 日 

 



電力用磁性材料の評価・活用・応用技術調査専門委員会 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 榎園 正人 
 ＜委員会コード＞ AMAG1197 
 

 
目  的 

 

 電力用磁性材料の開発動向の調査を行うとともに、電力用磁性材料が利用さ

れる多岐にわたった条件下での磁気特性測定技術を調査・検討して、電力用磁

性材料の特性をより有効に活用する技術を取りまとめることを目的とする。 
 
 
 

内  容 
 
 
 

 電力用電磁機器分野に「トップランナー方式」が導入され(2012 年：変圧器

第 2 次判断基準、2015 年 4 月：三相誘導電動機導入予定)、従来の標準測定法

では電磁鋼板の磁気特性評価が困難になってきている。本調査委員会では、高

周波磁気特性やベクトル磁気特性をはじめ、電磁機器製造における加工歪の特

性への影響や、電磁機器駆動回路のスイッチング化に伴う機器への印加電圧波

形が磁気特性に及ぼす影響など、従来の標準的な評価特性以外も考慮した特性

評価について調査・検討を行う。 
 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

 本委員会は平成 29 年 4 月に発足し、大学，高専、鉄鋼メーカ、電機メーカ、

計測器メーカなどの計 31 名の委員(平成 31 年 3 月 31 日時点：含幹事団)にて

構成し、これまでに 8 回の委員会と研究会 4 回を開催し、下記項目を中心に電

力用磁性材料特性の評価・活用・応用に不可欠な技術の検討と動向調査を進

めてきた。 
（１）電力用磁性材料の開発動向の調査 
（２）電磁鋼板、アモルファス材、圧粉鉄心などの標準測定法の確立と IEC 標

準化動向の調査 
（３）電磁機器利用条件に応じた磁気特性評価法および磁気特性の調査 
（４）電力用磁性材料の高度活用技術の調査 
 平成 30 年 7 月秋田市で合同研究会を開催、平成 31 年 3 月大分市で研究会を

開催し参加者から好評へ得た。今後も活動成果を学会内外の関係者へ広く、か

つ密に発信して行く。 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

 鉄鋼メーカ、電機メーカ、計測器メーカ等における「高効率電力用電磁機器

設計・開発」に関する現状の問題点を抽出・把握すると共に、大学、高専等の

シーズを活かし、電力用磁性材料の評価・活用・応用技術について有益な情報

を取りまとめる。なお、本調査委員会は、平成 31 年度に終了し、平成 31 年度

内に技術報告にまとめ、本調査委員会の活動内容を広め、他学会等、電力用電

磁機器分野の関係者へ広くアピールする。 
 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔○〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔 〕その他（            ） 

 
平成３２年 ３月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成２９年 ４月 

本年度の開催回数 3 1 2 解散年月 
 

平成３２年 ３月 

来年度の開催予定回

数 5 2 2 本報告書 
提出年月日 

平成３２年 ３月３１日 

 



 

光・熱・磁気の相互作用を利用した 
新規スピンデバイス・ストレージ技術調査専門委員会 

活動方針及び報告書（案） 
 
 ＜委員長＞ 加藤 剛志 
 ＜委員会コード＞ AMAG1199 
 

 
目  的 

 

光・熱・磁気などの相互作用の新しい物理現象の理解と、それらを活用した新

たなスピンデバイス・ストレージ技術の調査・研究 

 
 
 

内  容 
 
 
 

熱・マイクロ波アシスト磁気記録やホログラフィ、スピンダイナミクス応用に

よる高効率磁気メモリ開発に重要な技術に加え、電流の流れを伴わないスピン

波やスピン流を用いた低消費電力で高機能なスピンデバイス、信号伝送デバイ

ス開発等は、発展が著しいビックデータ活用・処理を支える基幹技術となるこ

とが期待される。これら技術の基盤となる、光（フォトン）・熱（フォノン）

と磁気（スピン）の相互作用の総合的理解と、それらを活用した新たなスピン

デバイス・ストレージ技術の調査・研究を進める。 

 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 

本委員会は、電機メーカー、大学、公的研究機関からの委員 25 名で構成され,
本年度は 11 月（2 日間）、3 月に 2 回のマグネティックス研究会を開催すると

ともに、日本磁気学会との共催研究会など計 5 回の研究会、委員会を開催し、

主に以下の内容について調査・検討を行った。 
1) 光、マイクロ波励起高速スピンダイナミクス・磁化制御 
2) ホログラフィ、磁気光学利用微細磁気構造形成・イメージング 
3) 光、熱、磁気複合効果のエレクトロニクス 
4) スピンダイナミクスの基礎と応用 

 
 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 

本年度は光・熱利用磁気制御、スピントロニクスなどの調査および光、熱、磁

気の複合効果のエレクトロニクス応用などについて高効率化、材料探索観点も

含み議論を行った。今後、センシング応用、磁気情報制御の観点を含みこれら

を発展させ、光（フォトン）・熱（フォノン）と磁気（スピン）の相互作用の

総合的理解とその協調効果に係る知見に基づく、新規スピンデバイス・ストレ

ージ技術の調査・研究を深化する。 
 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔 〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔〇〕その他（A 部門誌論文特集号） 

 
平成３２年 ３月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
0 円 

 
0 円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成 ２９年 ４月 

本年度の開催回数 5 0 2 解散年月 
 

平成 ３２年 ３月 

来年度の開催予定回

数 
5 0 2 本報告書 

提出年月日 
平成３１年４月８日 

 



高密度エネルギー変換システムのための磁気応用技術調査専門委員会 

活動方針及び報告書 
 
 ＜委員長＞ 田島 克文 
 ＜委員会コード＞ AMAG1201 
 

 
目  的 

 
高密度エネルギー変換システムのための磁気応用技術の調査 

 
 
 

内  容 
 
 
 

現状のエネルギー変換システムに対し，磁気応用におけるデバイス・材料技術

のほか，回路技術，制御技術，解析技術など，様々な技術分野の視点から総合

的な調査を行い，エネルギー変換システムの高効率・高密度化に対して有益な

情報を取りまとめることを目的とする。 

 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

本委員会は平成 30 年4月に発足した。平成31年3月末現在，本委員会は大学，

高専，電機メーカに所属する26 名の委員で構成されている。平成30年度中の

委員会活動とその成果は以下の通り。 

・高密度エネルギー変換システムにおける磁気デバイス技術，材料技術，

回路・制御技術，解析技術の現状と動向について調査及び報告が行われた。 

・5 回の委員会，3回の研究会を開催した。 

・研究会での発表件数：計56件。内，マグネティックス研究会招待講演1件。 

・委員会での技術報告件数：計4件。内，委員外の報告1件。 

・新規委員3名の追加のほか，委員交替が1件あった。 

 

 
 
 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

 

本調査専門委員会は平成 31 年 4 月より２年目に入る．１年目と同様な調査・

検討を継続するものとし，委員会 5回及び研究会 2回，電気学会基礎材料共通

部門大会テーマ付きセッションの開催を予定している． 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔 〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔 ○ 〕 そ の 他 （ 電 気 学 会 論 文 特 集

号            ） 

 
平成３３年１０月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成３０年 ４月 

本年度の開催回数  ５  ０  ３ 解散年月 
 

平成３３年 ３月 

来年度の開催予定回

数 
 ５  １  ２ 本報告書 

提出年月日 
平成３０年 ３月３１日 

 



バイオ・医療における磁界・磁性材料の応用研究と産学官連携調

査専門委員会 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 関野 正樹 
 ＜委員会コード＞ AMAG1203 
 

 
目  的 

 

バイオ・医療における磁界・磁性材料の応用研究について，世界的な動向や技

術の現状を調査して取り纏めるとともに，産学官連携の事例について可能な範

囲で共有し，当該分野の実用化の取り組みを活性化させる契機とする．  
 
 
 

内  容 
 
 
 

具体的な調査項目は以下の通りである。１）バイオ・医療における磁界・磁性

材料の応用研究の現状と世界的な動向，２）疾患の早期発見や，在宅医療の普

及を進めるうえで，医療側のニーズ，３）効果的な産学官連携の事例，産学官

連携における課題解決のアプローチ，４）医療機器に関する規制や規格，安全

性評価手法の動向．さらに，産学官連携を進めるうえでポイントとなる，知財

確保や，秘密保持と成果発表の両立，薬事戦略の立案，医工連携の進め方，研

究費の申請，等について情報交換を行う． 
 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

本調査専門委員会は，平成 30 年 10 月に大学，独立行政法人，企業（医療機器

メーカー）の研究者・技術者を中心とした委員，計 30 名で発足した。平成 30
年度は委員会を 1 回，幹事会を 2 回実施し，本委員会の運営の方針について議

論するとともに，１）医療やバイオにおける最近のニーズ，２）生体磁気計測，

医療用磁性材料，磁気刺激，磁気アクチュエーションなどの最新技術，３）医

療機器に関する規制の動向，４）産学連携や医療機器の事業化の具体的事例，

などの最先端の研究情報を共有してきた。また，最新の研究開発動向を電気学

会会員に広く供与するため，12 月に磁気センサの高機能とシステム化調査専門

委員会や E 部門と合同でマグネティックス研究会を開催した。 

 
 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

 

バイオ・医療における磁界・磁性材料の応用研究の現状や産学官連携の事例

について最新情報を収集し，意見交換する場を提供する．実用化を目指すうえ

で重要となる，医療機器に特有の規制や規格，安全性評価についても，最近の

動向も含めて調査して共有する．それによって，近年の進歩が著しい磁気セン

サ，アクチュエータ，生体刺激などの研究成果について，実用化の取り組みが

活性化される契機とする．次年度も，マグネティックス研究会を年 2 回開催し

て情報共有の機会を増やし，精力的に活動をしていくとともに，最終年度に論

文特集号をまとめるための活動も行っていく予定である。 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔 〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔〇〕その他（ A 部門誌特集号   ） 

 
令和４年９月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
0 円 

 
0 円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成３０年１０月 

本年度の開催回数 1 2 1 解散年月 
 

令和３年９月 

来年度の開催予定回

数 
4 4 2 本報告書 

提出年月日 
令和元年５月５日 

 



21世紀に於ける電力系統技術調査専門委員会 

活動方針及び報告書 
 

 ＜委員長＞ 荒川 文生 

 ＜委員会コード＞ AHEE1031  

 

 

 

 

目  的 

 

 

 

（１）21世紀に於ける電力系統技術を的確かつ成功裏に確立するため、技術

史研究の立場から電力系統技術の諸問題を調査･分析すること。 

（２）そのため、電力系統技術の構造を歴史研究モデルにより分析し、新た

な社会環境の中で技術革新を齎す電力系統技術発展の方向性を見出すこと。 

（３）そうして得られる電力系統技術を、社会的にも経済的にも実現可能な

体系として構築し、新たな社会の展開に資するべく推進する基礎とすること。 

 

 

 

内  容 

 

 

 

（１） 電力系統を構成する技術の現状調査 

（２） 我が国電力系統技術の歴史的実例に基づく技術発展のパタ－ン分析 

（３） 「繰り返し」説明モデルの適用によるエネルギーモデルの応用 

（４） 「スマートコミュニティ」と言われるものの実態調査と 

   展望の歴史的分析 

（５） 21世紀の社会を支える電力系統技術のあるべき姿とその実現方策 

 

 

現状及び成果 

 

 

2017 年 09 月、委員会活動当初に審議・決定した「調査実施計画」にもと

づき、技術の現状調査を開始し、2019 年 03 月(第 8 回委員会)において作業の

中間総括を行った。其の内容を研究会で論文発表し、会員や一般市民からの

意見も聴きながら後半の活動に入る事とした。 

 

今後の目標及び 

その進め方 

 

 

2019 年 05 月(第 9 回委員会)以後は「スマートコミュニティ」の然るべき

内容を歴史的分析に基づき設定し、そこに実現される電力システムに必要な

電力系統技術のあるべき姿とその実現方策につき、「対話」による一般市民の

知恵や要望を取りこむためのロードマップを策定する。 

 

 

調査結果の報告 

 

 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 

１． 〔X〕技術報告 

２． 〔 〕単行本 

３． 〔 〕その他（            ） 

 

2020 年 09 月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 

＊協同研究委員会の場合＊ 

委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 

円 

 

円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 2017 年 09 月 

本年度の開催回数 ５回 ５回 見学会 

１回 

解散年月 

 

2020 年 09 月 

(予定) 

来年度の開催予定回

数 

３回 ３回 研究会 

２回 
(部分参加) 

本報告書 

提出年月日 

平成  年  月  日 

 



適用拡大が進むインバータ駆動回転機の絶縁の現状 
調査専門委員会 

活動方針及び報告書 
 
 ＜委員長＞ 熊田 亜紀子 
 ＜委員会コード＞ AED 1101 
 

 
目  的 

 
インバータ駆動回転機における絶縁課題・絶縁劣化機構の調査 

 
 
 

内  容 
 
 
 

インバータサージに対する回転機絶縁に関して、様々な環境下での ns 時間領域

の部分放電現象、部分放電による絶縁材料の劣化メカニズム、最新の部分放電

測定技術、電気自動車や電動航空機用モータの開発状況や技術課題を中心に、

国内外の学術誌、関連規格を調査する。これらの調査結果から、IEC（国際電

気標準会議）規格に基づく絶縁試験の技術課題を明確にし、本委員会の活動成

果を広く社会に発信する。 

 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

本委員会は平成 30 年 12 月に発足し、大学、高専、電機メーカ、自動車メーカ、

計測器メーカ等の計 32 名にて構成される。平成 30 年度は 2 回（12 月および 3
月）の委員会を開催した。現状は下記の通り 
１）本委員会で集中的に調査するテーマを審議し、主として以下 4 点を抽出 
・絶縁材料の寿命特性および絶縁劣化メカニズム 
・各種モータの使用環境（温度・湿度）における部分放電特性 
・インバータ駆動モータの適用先。将来動向と想定される技術課題 
・IEC 規格の最新動向 
２）関連する IEC 規格の最新の審議状況および技術課題を共有 

 
 
 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

平成 31 年度は計 4 回の委員会を予定しており、平成 30 年度に実施した調査に

より、学術機関および企業ともに関心の高かった、主に以下の点について調査

を進める。 
１）放電シミュレーションと絶縁材料の劣化メカニズム 
２）高温・高湿・低気圧環境条件における部分放電特性 
３）パワーデバイスの開発状況と、将来的に想定されるサージ電圧波形 
４）IEC 規格の最新動向 
 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔 〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔 〕その他（            ） 

 
平成  年  月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成３０年 １２月 

本年度の開催回数 ２ ２ ０ 解散年月 
 

平成３３年 １１月 

来年度の開催予定回

数 
４ ４ ０ 本報告書 

提出年月日 
平成３１年３月２９日 

 



プラズマ材料表面処理技術の動向 調査専門委員会 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 市來 龍大 
 ＜委員会コード＞ AEPP1001 
 

 
目  的 

 

 世界中で研究開発が進むプラズマ材料表面技術の学術的・技術的進展の動

向を電気工学の視点から明らかにする 

 
 
 

内  容 
 
 
 

 プラズマ表面技術は分野が多岐にわたり，各分野で独立に技術開発が進み新

技術が次々と創成されている．これらの技術展開の動向を学術的側面から体系

的に理解し，各技術に共通する問題や新技術の情報共有を効率的に行うこと

が，さらなる技術発展につながると期待される．このため本委員会では各分野

におけるプラズマ表面技術の進展状況を調査し，それぞれの分野の研究者によ

る情報共有とそれによる体系的な理解を図ることが目的である． 

 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

 本委員会は２０１９年１月１日に新たに発足し，プラズマ表面技術の学術的

進展の調査のため，国公私立大学，国立高専，および公的研究機関に所属する

２０名で構成される．本年度には第１回幹事会（２０１９年１月）および第１

回委員会（２０１９年３月）を開催した．委員会はこれが初回のため，現在ま

でのプラズマ表面技術の進展状況を報告し分析を行い，ここ２０年に渡る技術

進展を下記のように総括した． 
プラズマ表面技術は「放電・プラズマ生成法」および「パルス電源」の新規性

により技術が進展してきた．材料技術でありながら，電気工学を主力とした研

究が推進されてきた事実が明確になったため，今後の研究スタンスとしても電

気工学に焦点を当てていくべきである． 
 
 
 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

 

 本委員会の最終目標は，プラズマ表面技術の最新技術の動向，さらに各分野

に渡る共通課題の提言および解決案を技術報告としてまとめることである． 
 第１回幹事会において決定された今後の進め方については以下の通りであ

る． 
２０１９年度はプラズマ表面技術に関する情報共有に集中する．委員会では

「成膜」「拡散処理」「表面改質」「新概念」の各分野の専門家から技術進展動

向を解説してもらうことにより，異分野の研究者間での相互理解を目指す．こ

の成果を踏まえ，２０２０年度内に電気学会Ａ部門大会もしくは放電・プラズ

マ・パルスパワー研究会内でテーマ付きセッションの開催を目指す． 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔○〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔 〕その他（            ） 

 
２０２２年６月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 ２０１９年１月 

本年度の開催回数 1 1 0 解散年月 
 

２０２１年１２月 

来年度の開催予定回

数 
5 1 1 本報告書 

提出年月日 
２０１９年３月２０日 

 



パルス電界による食品殺菌と加工技術調査専門委員会 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 南谷 靖史 
 ＜委員会コード＞ AEPP1003 
 

 
目  的 

 

パルスパワーによる食品殺菌，加工，保存への応用に関する最先端研究を調査

して体系化し、今後の展開を探る 

 
 
 

内  容 
 
 
 

パルスパワー殺菌の食品産業分野への適用するための研究が飛躍的に進んで

いる。また，食品会社も自社製品への付加価値の付与で他社との製品の差別化

を図っており，その中で非加熱殺菌技術に対する要求が強くなり，パルス電界

殺菌に目を向け始めている。また，食品の加工においてパルス電界穿孔により

食品加工の迅速化，有用成分の抽出を行おうということも考えられている。こ

のように、パルスパワーを用いた電界応用は食品分野における新しい技術とし

て広くかかわりが出てきている。本調査委員会では，このような案件をまとめ

て整理し，食品分野におけるパルス電界応用の現状，これからの展望，応用に

必要とされるパルスパワー電源について系統的に調査と評価を行い，技術の現

状を概観するとともに今後の応用の動向を展望する。 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 

本委員会は平成３１年１月に発足し、各方面の委員の充実を図ってきたので，

４月にキックオフとして最初の会合を開く予定である。 

 
 
 
 
 

今後の目標及び 
その進め方 

 
 

 

下記の調査項目について各委員で分担を決めて調査を行って行く。 
(1) パルスパワーの食品分野応用 ①食品殺菌における問題点，②電界と細胞

の相互作用，③殺菌および細胞操作  
(2) 食品の殺菌へのパルス電界利用 ①液体食品の殺菌，②導電性の高い液体

の殺菌，③固形食品の殺菌，④包装状態の殺菌，⑤保存，賞味期限の延長 
(3) 食品加工へのパルス電界利用 ①有用成分の抽出，②不要成分の不活化，

③有用成分の注入 
(4) 装置開発 ①高電圧電源，②パルス電源，③殺菌システム 
        
        

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔〇〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔 〕その他（            ） 

 
令和 ４年 ４月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成 31 年 1 月 

本年度の開催回数 0 0 0 解散年月 
 

令和 3 年 12 月 

来年度の開催予定回

数 
3 1 0 本報告書 

提出年月日 
平成 31 年 4 月 9 日 



高繰り返しパルスパワー電源の最新技術と産業応用調査専門委員

会 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 江偉華 
 ＜委員会コード＞ APEE1013 
 

 
目  的 

 

 近年，高繰り返しパルスパワー発生源に関する回路技術と素子技術が急速に

発展し，注目を集めている．各種高性能パルスパワー電源が開発され，加速器，

環境，生物の分野で応用されはじめている．関連市場が広がり，出力指標と製

造コストとの間のバランスを極めるパルスパワー産業の出現が期待されてい

る． 本調査委員会では，国内のパルスパワー分野の専門家と関連企業の技術

者と連携して，高繰り返しパルスパワー電源技術の現状と課題を調査し，将来

を展望することを目的とする． 
 
 
 

内  容 
 
 
 

 高繰り返しパルスパワーの発生は，主に産業応用を目指して，半導体スイッ

チと磁気スイッチなど固体デバイスに依存する技術として，90 年代から急速に

発展して来た．一方，高繰り返しパルスパワーの市場が形成されつつある中で，

これに対応できる技術とコンポーネンツが強く求められており，近年，これに

関する研究開発が国内外で精力的に進められている．本調査委員会では，この

ような案件をまとめて整理し，高繰り返しパルスパワー発生器について，応用

によって求められている性能と，最新技術を用いて実現できる特性について系

統的に調査と評価を行い，技術の現状を概観するとともに産業と基礎科学への

今後の応用の動向を展望する． 
 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 

 

平成 30 年度の委員会では前年度までの活動成果の報告形態について議論を行

った。それにより、電気学会 A 部門誌論文特集号の形でまとめることが決定さ

れ、本委員会は解散した。特集号のタイトルは「高繰り返しパルスパワー電源

の最新技術と応用」で、2019 年 10 月号の A 部門誌に掲載予定である。委員会

で紹介された最新技術が既に投稿されており、現在査読の段階である。 

 
今後の目標及び 
その進め方 

2019 年 10 月の特集号掲載により、本委員会の活動を報告する。 

 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔 〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔O〕その他（電気学会 A 部門誌特集号） 

 
令和元年 10 月掲載 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成 27 年 5 月 

本年度の開催回数 1   解散年月 
 

平成 30 年 5 月 

来年度の開催予定回

数 
   本報告書 

提出年月日 
平成 31 年 4 月 9 日 

 



パルス電磁エネルギー技術を用いたビーム物理工学調査専門委員

会 
活動方針及び報告書 

 
 ＜委員長＞ 菊池 崇志 
 ＜委員会コード＞ APEE1015 
 

 
目  的 

 

本調査専門委員会では、パルス電磁エネルギー技術を用いたビーム物理・工学

分野への利用を調査し、今後の展望を行うことを目的とする。 

 
 
 

内  容 
 
 
 

主に次のようなパルス電磁エネルギー技術に基づいた特徴的なビーム物理・

工学分野の研究・開発およびそれらの関連事項を調査する。 
粒子ビーム発生・制御のためのパルス電磁エネルギー技術（パルスパワー電

源）、粒子源（レーザーイオン源、クラスターイオン源、極短バンチ電子銃）、

粒子加速手法（誘導加速、両極性加速、レーザー電子加速）、ビーム動力学（パ

ルス圧縮、エミッタンス増加機構、高エネルギー粒子加速機構）、応用（放射

線治療、電子ビーム励起放射源、重イオン慣性核融合） 
 
 
 

現状及び成果 
 
 （成果については， 
  具体的に箇条書き 
 にてお書き下さい） 
 
 

本委員会は平成 28 年 5 月に発足し、大学、高専、研究所、企業のメンバーか

らなる 13 名にて構成されている。 
・これまでに 30 回の幹事会・委員会・見学会を開催した。 
・ 調 査 専 門 委 員 会 の ホ ー ム ペ ー ジ を 開 設 し た 。 

http://fusion.nagaokaut.ac.jp/committee/ResearchAdHocCommittee.html 
・「特集：2017 年基礎材料分野の研究開発の動向（電気学会論文誌Ａ（基礎・

材料・共通部門誌） Vol.137 (2017) No.1）」に「パルスパワー技術研究開発

の動向と最前線」として本調査専門委員会の活動報告を行った。 
・「高強度レーザー・ビーム技術と短波長光源に関する研究会」(平成 28 年

12 月、長岡)を開催し、主に粒子源およびレーザー関連技術とその応用のテ

ーマについて問題点と今後の課題を中心に調査、検討を行った。 
・研究調査委員会レポートを執筆した（基礎・材料・共通（Ａ）部門 ニュー

スレター ２０１９年５月号に掲載予定）。 
 
 

 
今後の目標及び 
その進め方 

 
 

パルス電磁エネルギー技術に基づいた特徴的なビーム物理・工学分野の研

究・開発およびそれらの関連事項をまとめ、今後のパルス電磁エネルギー技術

の異分野への貢献や利用方法を提案することが目標である。そのために、さら

に関連する分野の研究者間で意見を交換し、パルス電磁エネルギーをキーワー

ドとしてそれぞれの課題や特徴を分野横断的に共有し、従来の課題の解決、新

たな応用先の開拓を検討していく。最終年度のため、調査結果をまとめて報告

する準備を行う。 
 
 

調査結果の報告 
 
 

調査報告書の形態 報告書原稿の提出時期 
１． 〔○〕技術報告 
２． 〔 〕単行本 
３． 〔 〕その他（            ） 

 
平成３２年５月 

 

 集められた金額の総額 今年度，支出された金額 
＊協同研究委員会の場合＊ 
委員会活動費の徴収の有無，

及び支出について 

 
円 

 
円 

 本委員会 幹事会 その他 
(研究会等) 

設置年月 平成２８年５月 

本年度の開催回数 ９ ０ １ 解散年月 
 

平成３１年４月 



来年度の開催予定回

数 
０ ０ ０ 本報告書 

提出年月日 
平成３１年 月  日 
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